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はじめに

中国の人口、失業問題が、中国進出日系企業に

どのような影響を及ぼすことがあり得るのかにつ

いて検討するということで、前回�１中国の人口問
題について概観し、�２この人口問題から派生する
問題として、人口移動と都市化の問題を検討した。

今回は、�３農村人口の吸収、就業問題と都市部に
おける失業問題について検討し、最後に�４上記�１
～�３の問題から派生する中国進出日系企業への影
響について検討することにしたい。

１ 農村人口の吸収、就業問題と都市部における

失業問題

�１ 都市と農村人口の現状

前回叙述したが、農村には１億５，０００万人の余剰

労働力がおり、この多くが都市へと流動している。

農村から都市へと出稼ぎに行く人口は、全人口の

１０％にまで上っている。そこで、北京や上海など

大都市では、都市に戸籍のないものが総人口の３０％

以上という状態が生じているのである。農村から

都市への人口移動は、まだ数千万人規模で増える

と予想される。

ところが、都市部では、前回叙述したとおり国

有企業をレイオフされた従業員が１９５万人おり、失

業保険受給者数は４１５万人にのぼる。

このような現状から、農村の出稼ぎ者を都市で

本当に吸収し、就業機会を与えることができるの

か否か、現状の追認（農村出稼ぎ者の受入れ）が

適当であるのか否かということが、都市部におけ

る高い失業率と関連して問題となってきている。

�２ 都市の対応

このような状況に直面して、中国の各都市は、

どのような対応をしようとしているのだろうか。

上海市は、農村出稼ぎ労働者の給与水準及び純

収入、就業率をコントロールし、地元労働者と差

が生じるように政策で調整してきた。しかし、こ

のような政策によるコントロールが、いつまでも

是認されるわけではない。

広東省中山市は、外資系企業の進出と郷鎮企業

により発展してきた都市である。何れも労働集約

型企業が多く、この意味で農村出稼ぎ労働者の吸

収もしやすかったといえる。工業の発展の過程で、

都市化の進展も見られ、最近では第二次産業から

第三次産業のウェイトが高まるという産業構造の

変化も見られてきている。ただ、中山市が発展す

る過程で、当然ながら人件費の高騰がある。内陸

農村との賃金格差は上海ほどではないにしても１０

倍程度の差が生じているだろう。人件費が高騰し

始めると、労働集約型企業はさらに内陸部に移転

することとなる。この場合、中山市の労働市場に

は、若年で廉価な単純労働力を供給するだけでは

企業の要求を満足できなくなり、ある程度の教育

水準のある技術者などを養成する機能が求められ

るようになりそうである。

�３ 都市化推進のための政策

中国で都市化が進展することは間違いないし、

内陸部の発展を考えれば農村の都市化を図ること

が中国政府に求められている政策課題でもある。

現状、中国の都市人口は５．２億人であり、都市化率
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は４０％である。２０１０年には都市人口は６．３億人にな

り、都市化率は４５％になり、２０５０年には都市人口

は７．２～８．８億人になり、都市化率は７０～８０％になる

と予想される。

このためにどのような政策がありえるか。

第一に、産業構造の調整であり、第一次産業２０％、

第二次産業５０％、第三次産業３０％というウェイト

を、それぞれ５％程度、３０％程度、６０％程度にす

ることである。

第二に、第三次産業のウェイトの向上に伴い、

商業経営方式の革命が必要にもなる。販促のため

の営業員、技術サービス要員の養成が必要であり、

こうした要員として就業機会を増やすことが必要

である。

２ 中国進出日系企業への影響

中国の人口問題は、日系企業にどのような影響

を与えると考えられるか。中国は、現時点で移動

自由な労働市場は形成されていない。この場合、

�１進出地の選択上の影響、または移転を強いられ
る可能性、�２労働争議への対応などを検討してお
かなければならないということがある。

�１ 進出地区の選択

WTO加盟後、人材の養成が市場競争の中で勝ち

残る決定的要素であるとの考え方が出てきている。

現在の中国には大量の失業者がいる。しかし、多

くの企業・工場で適当な人材が見つからないと言

う現状が一方である。求められる人材が、新興産

業の中で、科学技術、金融、法律およびその他の

専門領域の知識を有する人材であるからである。

従業員教育は、短期的に解決できる問題ではな

い。社会主義計画経済体制の弊害として指摘され

る単位主義（職場は生活の場であり、労働の場で

はない。揺りかごから墓場まで。国有企業の親方

五星紅旗）、政府主導型の企業経営意識からの脱却

ができていない企業の存在、中国人の自己本位の

メンタリティーなど、また、市場経済化の推進以

降の拝金主義などは、直ちに変化するものではな

い。

従って、WTO加盟後においても基本的な問題は

存続するものと考えられる。さらに、WTO加盟に

伴って、日本企業の対中進出は急速に増えている。

このため、日系企業の求める人材が不足している

という状況は、拍車がかかっている。日系企業間

での人材引き抜きも発生している。

また、地方出身労働者の雇用の場合、現地企業

の所在地毎に労働管理局の規制内容申請手続、徴

収管理規制等が異なり、時として突然変更を行な

う等の労働力の安定確保に問題がある。

以上の問題を十分に検討して、適切な人材を確

保できる地区に進出するという配慮が必要である。

�２ 労働争議

広東省東莞市で、次のような事件が起きた（日

本経済新聞 ２００４年１１月９日）。

２００４年９月６日、日系企業の社員食堂で若者数

人が突然立ち上がり、いすを振り上げ窓ガラスを

割り始めた。この騒動の直接の原因は、「食事が

まずくなったから」であるという。食堂を運営す

る給食会社がコストを抑えるため質を落としたか

らである。この工場労働者の多くは「民工」と呼

ぶ内陸部からの出稼ぎ労働者である。６畳くらい

の部屋に２０人を詰め込む寮は少なくなく、残業代

を規定通りに払わない企業も目立つという。廉価

な賃金で働かされ、不満が膨らむようである。激

した２００人が市内をデモ行進し、公安当局と激突。

中核メンバーら約５０人が連行され、工場の操業は

止まったと伝えられている。

２００４年１－６月に広州市当局へ提訴された労働

争議は１万６，０００件で、半年で２００３年一年間と同じ

規模である。１０月６日には深�市で３，０００人規模の
ストが発生しているという。

農村と都市の所得格差の拡大、社会保障などの

格差が、農村出稼ぎ労働者の不満を助長している

といえなくもない。中国進出企業としては、労働

争議の事例を検討し、労働争議の未然防止法とし

て労働契約・労働協約・就業規則のあり方、発生

時の対策について検討しておくことが不可欠であ

る。

－１７－－１７－


